
第２６　契約に関する基本原則 
１　契約自由の原則（新設）

民法第５２１条
(1) 何人も、法令に特別の定めがある場合を除き、契約をするかどうかを自由に
決定することができる。

(2) 契約の当事者は、法令の制限内において、契約の内容を自由に決定すること
ができる。

民法第５２２条
(1)契約は、契約の内容を示してその締結を申し入れる意思表示(以下「申込み」
という。)に対して相手方が承諾をしたときに成立する。

(2) 契約の成立には、法令に特別の定めがある場合を除き、書面の作成その他の
方式を具備することを要しない。

　民法第５２１条第１項は、（ア）契約を締結し、又は締結しない自由（契約締結の
自由）、（イ）契約の相手方を選択する自由（相手方選択の自由）、を規定するもの
である。公共サービスについては法令で制限がなされている（鉄道営業法６条、ガス
事業法１６条、水道法１５条、電気事業法１８条など）。
　民法第５２２条第２項は、（ウ）契約締結の方式の自由（方式の自由）を規定する
ものである。例外として、保証契約における書面の必要性（改正前民法４４６条２
項）などがある。
　民法第５２１条第２項は、（エ）契約の内容を決定する自由（内容決定の自由）を
規定するものである。

２　履行の不能が契約成立時に生じていた場合（新設）
民法４１２条の２
(1)債務の履行が契約その他の当該債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らし
て不能であるときは、債権者は、その債務の履行を請求することができない。
(2)契約に基づく債務の履行がその契約の成立の時に不能であったことは、第 415
条の規定によりその履行の不能によって生じた損害の賠償を請求することを妨げ
ない。

　本条第２項により、原始的な履行不能は、それによって生じた損害の賠償を請求す
ることができることをもって、契約が無効とならないことを示したものである。従来
は、原始的な履行不能は契約が無効となるため、契約上の債務不履行に基づく損害賠
償義務は生じないものの、いわゆる「契約締結上の過失」の問題として、それによっ
て生じた損害として、いわゆる信頼利益の賠償を認めるという考えが理論的であると
されていた。
　しかし、今回の改正では、損害の賠償には履行利益を含めるものである。これによ
り、履行不能による損害賠償義務と変わりがないこととなった。


